
事  務  連  絡 

平成１９年１０月５日 

 

気象庁 

国土地理院 

海上保安庁 

消防庁 

 

 

第２回新しい総合的かつ基本的な施策に関する専門委員会における 

ヒアリングについて 

 

 

新しい総合的かつ基本的な施策に関する専門委員会（以下、「新総合基本施策委

員会」）においては、平成１１年４月に地震調査研究推進本部が今後１０年程度の

地震調査研究の基本として策定した「地震調査研究の推進について－地震に関する

観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（以下、

「総合基本施策」）が、策定から間もなく１０年を経過することから、１０月３日

に第１回会議を開催し、新しい総合基本施策の策定に向けた検討を開始したところ

であります。 

第２回以降の新総合基本施策委員会においては、地震調査研究推進本部に関係す

る行政機関等から、これまで進められてきた地震調査研究の成果及び課題、ならび

に今後の地震調査研究の目指すべき方向性等についてのヒアリングを実施したいと

考えております。 

つきましては、当回での説明ならびに説明資料の作成をお願いいたします。 

 

記 

 

１．ヒアリング対象機関 

 気象庁（気象研究所を含む）、国土地理院、海上保安庁、消防庁 

※ なお、説明者は、専門委員会委員である必要はありません。補佐クラス以上

の適当な方で結構です。 

 

２．日時 

 １１月６日（火） １５：００～１７：００（予定） 

※ ヒアリング時間は各省庁それぞれ２０分程度を予定しております。追って詳

細な時間をお知らせいたします。 

 

３．場所 

 三田共用会議所 ４階 第４特別会議室 （東京都港区三田２丁目１番地８号） 

 

４．資料の作成、提出方法 

 別添の作成要領に基づき、作成、提出をお願いいたします。 

 

資料 新総２－（３）



（様式１） 

 

地震に関する総合的かつ基本的な施策の検討に向けたヒアリング調査 

担当機関              

 

 以下の項目に沿って、自由にご意見を記入してください。その際、特に（１）及び（４）②、（４）③については、適宜、関係資料（具体的な成果や施

策の図表等）を添付してください。 

 

（１）推進本部の方針の下での、これまでの地震調査研究の主な実施内容及び成果 

 

 

 

 

 

（２）推進本部（政策委員会、地震調査委員会及びこれらの下に置かれている部会・委員会等）のこれまでの活動に対する評価 

 

 

 

 

 

（３）今後、推進本部に期待する役割 

 

 

 

 

 

 



（様式１） 

 

（４）新しい総合的かつ基本的な施策に盛り込むべき事項 

 ① 次期総合基本施策の位置づけについて 

 

 

 

 

 

 ② 今後の地震調査研究の目指すべき目標について 

 

 

 

 

 

 ③ 地震調査研究の推進方策について 

 

 

 

 

 

（５）その他 

 

 

 



［様式２］

1.所有する観測機器の整備状況及び今後の整備計画（予算額（見込み）を含む）

（単位：箇所）

H7年度 H8年度 H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度(小計①)

（H8.3.31現在） （H9.3.31現在） （H10.3.31現在） （H11.3.31現在） （H12.3.31現在） （H13.3.31現在） （H14.3.31現在） （H15.3.31現在） （H16.3.31現在） （H17.3.31現在） （H18.3.31現在） （H19.3.31現在）

高感度 陸域

地震計 海域

広帯域 TYPE1

地震計 TYPE2

地上

地下

GPS

地殻 SLR

変動 VLBI

歪計等

強震計

験潮・津波

設置状況

海底地殻変動

地下水

地球地磁気

重力



［様式２］

（単位：箇所）

（単位：千円）

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度以降 小計② 合計（①＋②）

0 0

高感度 0 -

地震計 0 0

0 -

0 0

広帯域 0 -

地震計 0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

地殻 0 -

変動 0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

0 0

0 -

重力

験潮・津波

GPS

VLBI

地下水

地球地磁気

歪計等

強震計

海底地殻変動

海域

TYPE1

TYPE2

SLR

地上

地下

今後の設置予定
（上段：数　下段：予算）

陸域



［様式２］

性別・年齢

年度 60-65 50-59 40-49 30-39 20-29
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0
男 0
女 0
計 0 0 0 0 0 0

平成19年度

平成10年度

平成11年度

計

平成7年度

平成8年度

平成9年度

2.地震関係の研究者数

平成17年度

平成18年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成12年度

年齢
性別
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